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という重大な事態の下（under the grave situation）、北朝鮮政府は、国家主権お
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　一方、2003 年１月 10 日の再度の脱退宣言の際には、安保理は、中国とロ
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北朝鮮による核実験を「平和と安全の維持に対する脅威」と認定した上で、
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制、そして貨物検査の強化措置等を発動した。その後も、2009 年５月 25 日
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締約国の裁量に委ねられていると考えられてきた。しかし、国際社会の維持
にとって枢要な規範として認められつつある、NPTの条約規定からの逸脱行
為の適合性判断については、国際の平和と安全の維持に主要な責任を持つ、
安保理による公権的判断に従属するという考えが生まれつつあるのではない
か。もちろん、北朝鮮の核問題は、NPT第 10 条の権限行使の唯一の事例で
あり、このような実行が維持されるかどうかは注視していかなければならな
い。また、安保理の現在の構成ならびに拒否権の存在を考えれば、次回も同
様な方法が採用される保障はない。しかし、NPTからの脱退問題は、もはや
脱退を意図する国家一国の主観的判断のみに依拠するものではないという潮
流の存在を指摘して本稿の結論としたい。
